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１）こどもの自殺の現状

２）これまでの「こどもの自殺対策」

３）「こどもの自殺対策」への提言
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（参考）自殺者数の推移

自殺者総数・男女別の推移 小・中・高生の自殺者数の推移

自殺対策基本法が成立した平成18年と、コロナ禍以前の
令和元年の自殺者数を比較すると、自殺者総数は37%減、
男性は38%減、女性は35%減となった。
（H18 32,155人 → R１ 20,169人）
令和２年は自殺者総数が11年ぶりに前年を上回り、
令和３年は女性の自殺者数が２年連続で増加。

小中高生の自殺者数は、自殺者総数が減少傾向にある
中でも増加傾向となっている。

令和２年には小中高生の自殺者数が過去最多となり、
令和３年には過去２番目の水準となった。

※警察庁「自殺統計」より厚生労働省自殺対策推進室作成

514
（2022）

※2022データと矢印は「自殺対策を推進する議員の会」にて加筆

21,881
（2022）

１）こどもの自殺の現状
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→こどもまんなか社会の「真ん中に穴」が開いている。落ちると自殺に追い込まれる「穴」で
そこに毎年400～500人超のこどもたちが落ちて、自殺で亡くなっている。

全国の自治体を巻き込んだ自殺総合対策
徹底した自殺の

実態解明

実態に即した

総合戦略

戦略を牽引する

専任組織

戦略を実行する

予算確保

32％の
減少

こどもの自殺対策（学校と地域の連携不足等）

徹底した自殺の

実態解明

実態に即した

総合戦略

戦略を牽引する

専任組織

戦略を実行する

予算確保

68％の
増加

自殺対策基本法が施行された
2006年と2022年の比較

自殺対策基本法が施行された
2006年と2022年の比較

・市町村単位の自殺統計
・自殺の危機経路

・自殺総合対策大綱
・地域自殺対策計画

・自殺対策推進室
・いのち支える自殺対策

推進センター

・地域自殺対策交付金

２）これまでの「こどもの自殺対策」
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１）こどもの自殺の現状令和４年版自殺対策白書
第２章「第３節 学生・生徒等の自殺の分析」
（いのち支える自殺対策推進センターが分析・執筆を担当）
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１）こどもの自殺の現状令和４年版自殺対策白書
第２章「第３節 学生・生徒等の自殺の分析」
（いのち支える自殺対策推進センターが分析・執筆を担当）

⑸ 生活に関する意識と自殺死亡率

内閣府の「我が国と諸外国の若者の意識に関する調査」によると、我が国は、調査対象となった諸外国と比べて、家庭生活及び学校生活に不満
を感じている若者の割合が最も高い。平成25年度（2013年）５及び平成30年度（2018年）６の同調査において、家庭生活に「不満」と回答した対象
国の若者（満13～29歳）の割合と、各国・各年の若者（15～29歳）の自殺死亡率の関係をみると、家庭生活に不満を感じている者の割合が高い国
では、おおむね自殺死亡率が高くなっている（第２-３-９図）。
また、学校生活に「不満」と回答した対象国の若者（満13～29歳）の割合と、各国・各年の若者（15～29歳）の自殺死亡率の関係をみると、学校生
活に不満を感じている者の割合が高い国では、おおむね自殺死亡率が高くなっている（第２-３-10図）。



自殺者数 学生数
自殺死亡率
（/10万）

全日制 259 2,933,199 8.8
定時制・通信制 89 308,123 28.9
特別支援学校 6 65,355 9.2

自殺者数 学生数 自殺死亡率

全日制 161 1,491,676 10.8
定時制・通信制 42 156,817 26.8
特別支援学校 5 42,466 11.8

全日制 98 1,441,523 6.8
定時制・通信制 47 151,306 31.1
特別支援学校 1 22,889 4.4

男子

女子

表1.高校生の自殺死亡率

高校生の自殺者数、自殺死亡率

令和4年の児童生徒（小中高生）の自殺者数のうち、高校生が68.9％を
占めた。性別を問わず、自殺者数は「高校生（全日制）」が多く、自
殺死亡率は「高校生（定時制・通信制）」が高かった。特に「女子高
生（定時制・通信制）」の自殺死亡率が高く「女子高生（全日制）」
の4.6倍、全国の自殺者（全世代）の1.8倍に上った。自殺者数では、
「男子高生（全日制）」が最も多く、高校生全体の45.5％を占めた。

資料：警察庁「令和４年中における自殺の状況」（令和５年３月14日）、文部科学省 令和4年度学校基本調査より「いのち支える自殺対策推進センター」作成

※令和4年の自殺死亡率（全世代）は、総数が17.5、男性が24.3、女性が11.1
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１）こどもの自殺の現状
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高校生の自殺の原因・動機（大分類）
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資料：警察庁自殺統計原票データ（令和4年の暫定値：令和5年2月3日現在）より「いのち支える自殺対策推進センター」作成

注）原因・動機は自殺者一人につき４つまで計上可能としているため、大分類の和は100%とならない。割合は、各大分類に該当した自殺者数を、高校種別・男女別の自殺者数
(n)で割って算出した。なお、ここでは同一大分類下の小分類の２つ以上に当てはまるとされた場合でも、大分類上は１として集計している。

１）こどもの自殺の現状
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→こどもまんなか社会の「真ん中に穴」が開いている。落ちると自殺に追い込まれる「穴」で
そこに毎年400～500人超のこどもたちが落ちて、自殺で亡くなっている。

全国の自治体を巻き込んだ自殺総合対策
徹底した自殺の

実態解明

実態に即した

総合戦略

戦略を牽引する

専任組織

戦略を実行する

予算確保

32％の
減少

こどもの自殺対策（学校と地域の連携不足等）

徹底した自殺の

実態解明

実態に即した

総合戦略

戦略を牽引する

専任組織

戦略を実行する

予算確保

68％の
増加

自殺対策基本法が施行された
2006年と2022年の比較

自殺対策基本法が施行された
2006年と2022年の比較

・市町村単位の自殺統計
・自殺の危機経路

・自殺総合対策大綱
・地域自殺対策計画

・自殺対策推進室
・いのち支える自殺対策

推進センター

・地域自殺対策交付金

２）これまでの「こどもの自殺対策」
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こどもの自殺対策（学校と地域の連携不足等）

徹底した自殺の

実態解明

実態に即した

総合戦略

戦略を牽引する

専任組織

戦略を実行する

予算確保

こどもの自殺対策において非常に重要となる情報であり、かつ学校が把握しているはずの情報でさえも
集約されていない。▼不登校傾向があったか▼直前に成績の低下や部活等での失敗等があったか▼自殺

に関するほのめかし（SNS等を含めて）等があったか▼教職員が何か変化を感じ取っていたか、等

当然、ない。そのため、断片的な情報を頼りに対策をやらざるを得ない。ライフリンクは、SNSや電話に
よる自殺防止相談（相談を受けるだけでなく、実践的な支援につなぐ「包括的な生きる支援」）を全国

の民間団体や地方公共団体と連携して展開。東京都足立区と連携して「SOSの出し方に関する教育」を、
長野県と連携して「子どもの自殺危機対応チーム」をモデル化。それらが全国に広がり始めている。

これまでは、「自殺対策全般は厚労省」、「児童生徒の自殺対策は文科省」ということが不文律となっ
ていた（という認識）。現に、有識者会議も、厚労省「自殺総合対策の推進に関する有識者会議」と文

科省「児童生徒の自殺予防に関する調査研究協力者会議」が存在（現在も）。「児童生徒≒こども」と
の考えからか、「こどもの自殺対策」を所管するところがなかった。

厚労省は、全国の地方公共団体に地域自殺対策強化のための交付金を交付（年間約30億円）。ただし、
学校が積極的に使える建付けになっていない（教育委員会や学校には直接連絡もいかない）。一方、文

科省は自殺対策に特化した予算がない。そのため、学校が自殺対策を行いたくても予算確保が困難。

※そもそも、年間30億円を1718（市町村の数）で割ると「約175万円／年間」にしかならない。

→ こんな状況で、こどもの自殺を防げるはずがない。

２）これまでの「こどもの自殺対策」
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３）「こどもの自殺対策」への提言
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こどもの自殺対策 ～研究と実践を踏まえた緊急策～

徹底した自殺の

実態解明

実態に即した

総合戦略

戦略を牽引する

専任組織

戦略を実行する

予算確保

文科省）各学校が把握している「児童生徒の自殺」に関する情報をデータとして収集。こ家庁）CDRに
おいて把握された「こどもの自殺」に関する情報を集約。警察庁）自殺統計における「こどもの自殺」
（←厚労省といのち支える自殺対策推進センターに提供済）。厚労省）人口動態調査死亡小票を活用した把
握。その他、消防庁「自損」データ、民間団体等「相談対応」記録、など。

実態分析を踏まえて総合戦略を立案（中長期／短期／緊急性の高い対策）（社会制度レベル／地域連携レベル／対人支援レベル）

▼すべてのこどもを対象とした支援の強化（「生きることの促進要因」を増やすことも含めて）

▼自殺リスクを抱えやすい属性（例えば「定時制・通信制」の女子高生等）のこどもたちを対象とした支援の強化

▼自殺リスクを抱えた個々のこどもに対する支援の強化

こども家庭庁「自殺対策室」

３）「こどもの自殺対策」への提言

こどもの命を守るための緊急予算を確保し、すべての地方公共
団体・学校で、こどもの自殺対策を推進できるようにする。



→こどもまんなか社会の「真ん中に開いた穴」を埋める。穴に落ちようとして
いるこどもを守り、穴に落ちたこどもを穴から救い出す。 12

３）「こどもの自殺対策」への提言

こどもの自殺対策 ～いますぐに実践可能な対策～

すべてのこどもに対するスクリーニングと、学校と地域の連携による「生きることの包括的な支援」。

１）全国の学校で、児童生徒に対する「こころの健康診断」を行う（健康診断とあわせて）。

→ひとり一台端末とRAMPS（自殺リスク評価ITツール）を活用すれば実施可能

→学校で実施する際、地域の保健師等が学校で緊急対応のスタンバイする。医療や児相とも連携。

→すべてのこどもの自殺リスクをあぶり出せるわけではないが、あぶり出せるリスクもある。

２）自殺リスク「あり」と評価されたこどもへの支援を行う。

→「子どもの自殺危機対応チーム」が、より踏み込んだリスク評価と支援計画支援を実施

→必要に応じて、医療や法律、福祉も連携。こどもとこどもの世帯を丸ごと支援する。

→リスク「なし」だったこどもたちにも（全員に）、SNS等の相談窓口情報を伝える。

３）「こころの健康診断」の結果を集約・分析して、こどもの自殺対策政策に還元する。

→ITを活用したこどもの自殺対策におけるEBPMの推進


